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科学技術振興機構報 第１７３５号 

令 和 ６ 年 １ １ 月 ２ ９ 日 
 

東京都千代田区四番町５番地３ 
科学技術振興機構（ＪＳＴ） 
Tel：03-5214-8404（広報課） 
URL https://www.jst.go.jp 

 

研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ） 実装支援（返済型） 

ナノミストテクノロジーズ株式会社への開発支援の決定について 
 

ＪＳＴ（理事長 橋本 和仁）は、研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ） 

実装支援（返済型）の２０２４年度募集における開発課題を選定し、ナノミストテクノ

ロジーズ株式会社（本社：徳島県鳴門市、代表取締役社長：松浦 一雄）に対する開発支

援を決定しました（別紙）。 

本制度は、大学等の研究成果（技術シーズ）の社会実装を目指すスタートアップ等を

対象に、革新的な製品・サービス創出に向けた実用化開発を開発費の貸し付け（無利子）

により支援するものです。 

ナノミストテクノロジーズ株式会社は、徳島大学の研究成果を用いて、超音波霧化分

離（むかぶんり）
®
装置のＩｏＴ化・量産化を目指しています。本制度の支援では、今後

の量産化を視野に、霧化分離装置に関する生産技術の開発を行います。 

なお、本制度では、外部専門家で構成される評価委員会にて、技術シーズの新規性・

優位性、イノベーション創出の可能性、研究開発の目標・計画、事業化の可能性、財務状

況などの観点から応募相談・選考を行い、開発支援を決定しました（参考）。 
 
※「霧化分離」はナノミストテクノロジーズ株式会社の登録商標です。 

 

＜添付資料＞ 

別 紙：Ａ－ＳＴＥＰ 実装支援（返済型） 開発課題の概要 

参 考：Ａ－ＳＴＥＰ 実装支援（返済型）について 

 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 スタートアップ・技術移転推進部 

〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

下田 修（シモダ オサム） 

Tel：03-5214-8995 Fax：03-5214-0017 

E-mail：jitsuyoka[at]jst.go.jp 

 



 
 

2 

 

＜科学を支え、未来へつなぐ＞ 

例えば、世界的な気候変動、エネルギーや資源、感染症や食料の問題。私たちの行く手にはあま

たの困難が立ちはだかり、乗り越えるための解が求められています。ＪＳＴは、これらの困難に

「科学技術」で挑みます。新たな価値を生み出すための基礎研究やスタートアップの支援、研究戦

略の立案、研究の基盤となる人材の育成や情報の発信、国際卓越研究大学を支援する大学ファンド

の運用など。ＪＳＴは荒波を渡る船の羅針盤となって進むべき道を示し、多角的に科学技術を支え

ながら、安全で豊かな暮らしを未来へとつなぎます。 

ＪＳＴは、科学技術・イノベーション政策推進の中核的な役割を担う国立研究開発法人です。 
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Ａ－ＳＴＥＰ 実装支援（返済型） 開発課題の概要 

 

１．開発課題名 

 普及型超音波霧化分離
®
装置の開発 

※「霧化分離」はナノミストテクノロジーズ株式会社の登録商標です。 

 

２．技術シーズを創出した大学等の研究者 

 徳島大学 生物資源産業学部 准教授 佐々木 千鶴 

 

３．開発実施企業 

企業名 ナノミストテクノロジーズ株式会社 

設立月 ２００２年１０月 

本社所在地 徳島県鳴門市 

代表取締役社長 松浦 一雄 

事業内容 霧化分離装置および二酸化炭素（ＣＯ２）吸収装置の開発・製造・

販売 

 

４．概要 

さまざまな分野の製造プロセスにおいて、液体混合物（対象溶液）の分離や濃縮の工程

がある。その分離や濃縮の処理の１つの方法として行われてきたのが蒸発・蒸留である。

この方法は対象溶液を加熱・加圧し、沸点の差を利用して対象溶液を分離、濃縮する。し

かしながら、この方法は加熱・加圧する必要があるため、多くの化石燃料が消費されＣＯ２

が排出されるとともに、消費エネルギー量の多さによって高コストになる。そのため、高

い環境負荷と高いコストを解決する新たな処理方法が求められてきた。 

このような課題を受け、ナノミストテクノロジーズ株式会社は世界に先駆けて独自の超

音波霧化分離技術を開発した。この方法は、超音波振動子注）への通電により発生させた

超音波が液体を霧化することで数マイクロメートル以下のミストを効率よく生成させ、こ

のミストを粒子径に応じて送風で分離するもので、分離された微細なミストを冷却回収す

ることができる（図）。超音波霧化分離法では加熱・加圧が不要であるため、環境負荷と

コストを抑えることが可能となる。 

同社は、この技術を用いた霧化分離装置の販売を開始しているが、現状では顧客ニー

ズ・仕様に合わせた完全個別受注生産で高い生産コストでの製造を余儀なくされている。 

一方で、徳島大学の佐々木 准教授は、同社と共に、超音波振動子の劣化を遠隔で検出

可能な超音波霧化システムを開発した。これにより、霧化効率を一定に維持させるために

重要な超音波振動子を最適な時期に交換でき、装置の安定な稼働を実現した。  

そこで同社は、本制度の支援により、今後超音波霧化分離装置の量産化を視野に、徳島

大学の技術を組み込んだ霧化分離装置に関する生産技術の開発を行う。具体的には、装置

構成部品の金型などによる製造方法の確立、電子制御系の基板化・ⅠｏＴ化を行い、それ

らを一体化させた超音波霧化分離装置を作製し、正常稼働を確認する。 

別紙 
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本開発により、超音波霧化分離装置の工期短縮およびコストの削減につながり、部品の

安定的な生産が可能となり、半導体等の製造プロセスにおける溶剤の再利用に向けた回

収、産業廃液やメタン発酵消化液などからの有価物の回収、排水処理における減容と不要

物除去など、幅広い業界・用途への導入が見込まれる。将来的には微細ミストへのＣＯ２

吸着によるＣＯ２回収も期待され、これらを通じてカーボンニュートラル・脱炭素社会に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 霧化分離技術の概要 

 

 

＜用語解説＞ 

注）超音波振動子 

電気エネルギーを超音波エネルギーに変換する機器。主に圧電材料を使用して、電気信

号を高周波の機械的振動（超音波）に変換する役割を果たす。 
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Ａ－ＳＴＥＰ 実装支援（返済型）について 

 

１．本制度の目的 

Ａ－ＳＴＥＰ（Ａｄａｐｔａｂｌｅ ａｎｄ Ｓｅａｍｌｅｓｓ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｔｒａ

ｎｓｆｅｒ Ｐｒｏｇｒａｍ ｔｈｒｏｕｇｈ Ｔａｒｇｅｔ－Ｄｒｉｖｅｎ Ｒ＆Ｄ）は、大学・

公的研究機関など（以下、大学等）で生まれた科学技術に関する研究成果を国民経済上

重要な技術として実用化することで、研究成果の社会還元を目指す技術移転支援プログ

ラムです。 

Ａ－ＳＴＥＰ 実装支援（返済型）は、スタートアップ等の開発支援を行う制度です。

大学等の研究成果（技術シーズ）の社会実装を目指すスタートアップ等を対象に、革新

的な製品・サービス創出に向けた実用化開発における開発費を貸し付けにより支援する

ものです。 

 

 

 

 

２．対象企業 

  スタートアップ等 

 

３．支援規模 

開発期間：最長３年間 

開 発 費：上限５億円（総額） 

 

４．返済条件 

事後評価※１）の結果によって返済条件が異なります。 

 事後評価がＳ、Ａ、Ｂ評価の場合 事後評価がＣ評価の場合 

返済金額 
ＪＳＴが支出した開発費の全額 

（無利子） 

ＪＳＴが支出した開発費の 

１０パーセント（無利子） 

返済方法 分割※２）（一括も可） 一括 

返済期間 
開発終了後、１０年以内 

（うち猶予期間３年以内） 
－ 

  ※１）開発終了時の「開発目標の達成度」、「事業化の可能性・イノベーションインパ

クト」から、総合的に評価します（高評価順にＳ、Ａ、Ｂ、Ｃの４段階評価）。 

※２）企業の事業計画・返済計画に基づき、各年度の返済額を任意に設定可能です。 

 

参考 

図 Ａ－ＳＴＥＰ実装支援（返済型）のスキーム 
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５．担保または保証 

開発費総額の１０パーセント相当分を開発開始時に一括設定します。 

 

６．募集期間※３） 

２０２４年４月１日～２０２５年３月３１日 

 

※３）通年で受け付けており、随時応募相談・選考および採択を行います。 

 

７．公募要領などの本制度の詳細 

https://www.jst.go.jp/a-step/koubo/hensai.html 

 

８．評価者一覧 

氏名 役職 所属機関・部署・役職 

國尾 武光 委員長 双葉電子工業株式会社 社外取締役 

井上 潔 

委員 

株式会社アーク・イノベーション 代表取締役社長 

加藤 政一 東京電機大学 工学部 教授 

北見 紀男 株式会社経営戦略研究所 参与 

小浦 節子 千葉工業大学 工学部 非常勤教員（元 教授） 

佐々木 高義 物質・材料研究機構 理事長特別参与／フェロー 

堂免 恵 株式会社湧志創造 代表取締役 

古谷 真優美 
元 京都大学 学術研究展開センター 

リサーチアドミニストレーター（上席） 

堀 修 株式会社東芝 研究開発センター 首席参与 

森原 淳 
東京工業大学 科学技術創成研究院 特任教授 

カンケンテクノ株式会社 ＣＴＯ 

山田 真治 
株式会社日立製作所 研究開発グループ 

シニアチーフエキスパート 

（敬称略、委員は五十音順） 

（２０２４年７月時点） 

 


